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年頭所感年頭所感年頭所感令和4年令和4年令和4年

　新年あけましておめでとうございます。

　年頭にあたり、謹んでご挨拶申し上げます。

　まず、新型コロナウイルス感染症でお亡く

なりになった方々に対し、謹んで哀悼の意を

表するとともに、そのご家族、不安の中で大

変辛い思いをされておられる皆様に対して、

心からお見舞いを申しあげたいと思います。

　さて、我が国の汚水処理人口普及率は皆様

方のご努力もあり、およそ91％まで進捗し

て参りました。しかしながら残りの 9％、約

1,100万人もの方々は未だ未処理の生活雑排

水を垂れ流しており、水環境に大きな負荷を

かけ続けております。汚水処理が未整備の地

域の多くは集落が点在する僻地が中心であり

費用対効果を考えたとき、公共下水道ではな

く浄化槽の普及によって改善を図っていかな

ければなりません。

　昨年は、自民党浄化槽推進議員連盟と公明

党浄化槽整備推進議員懇話会へ令和 4年度浄

化槽推進関係予算編成にあたり、当連合会と

して6項目の要望書を提出し、それを受け自

民党議連と公明党議員懇話会から財務省及び

環境省に対し決議文が提出、説明されました。

　今回の要望におきましては、「単独処理浄

化槽から合併処理浄化槽への転換を推進」を

柱として、「カーボンニュートラル浄化槽シ

ステム構築へ向けた二酸化炭素排出抑制対策

補助事業の継続」「浄化槽整備区域における

浄化槽の推進と積極的な浄化槽処理促進区域

の指定」「浄化槽を活用した防災拠点トイレ

システムの積極的な導入推進」「浄化槽維持

管理の向上に取り組む自治体への支援の推

進」「浄化槽設備士の工事施工技術水準の向

上」など森里川海の循環力を支える浄化槽に

大きく舵を切るべく、これらの重要課題に積

極的に取り組んでまいる所存でございます。

　また、これらを解決し、浄化槽の普及整備

を促進させるためにも、浄化槽法定検査の受

検率アップ、官民一体となった浄化槽台帳基

盤の整備とともに、浄化槽の役割への理解を

広めるため、浄化槽トップセミナーなどの政

策決定に携わる市町村長、議会議員及び市民

を対象にした普及啓発に、積極的に取り組ん

でまいります。
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　さらに、これからは、低炭素社会、循環型

社会そして自然共生社会の構築が大切だと言

われています。浄化槽も平成22年度より低

炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に取り組

み、小型浄化槽分野におけるCO2削減に貢献

しています。しかし、大型浄化槽については

低炭素化が遅れているため、環境省は平成

29年度より、既設の101人槽以上の大型浄化

槽の機械設備を省エネ改修することにより、

温室効果ガスの排出制限とともに長寿命化

を図るため、初年度10億円の予算を計上し、

本年度も全浄連を執行団体として、51人槽

以上の既設合併処理浄化槽のCO2排出抑制省

エネ化を図る事業に取り組んでいるところで

す。今後は、2050年カーボンニュートラル

の実現に向け、浄化槽分野においても脱炭素

化の一層の取組が期待されており、再エネで

動く省エネ型浄化槽の普及に向け、本事業の

活躍がますます期待されるところでございま

す。

　皆様におかれましても本年が素晴らしい一

年になりますことを心からお祈りしておりま

す。

　本年もどうぞ宜しくお願い致します。 

令和 4年 1月1日

一般社団法人全国浄化槽団体連合会

　　　　　　　　会　長　　上　田　勝　朗
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　明けましておめでとうございます。新たな

年を迎え、環境行政に対する国民の皆様の御

期待に応えられるよう決意を新たにし、御挨

拶を申し上げます。

　昨年 10 ～ 11月に、岸田総理や私が参加した

英国・グラスゴーの気候変動COP26は、歴史

的なCOPと評価して良いと思います。特に、市

場メカニズムの実施ルールについては、我が

国が行った提案がベースとなり合意が成立し

ました。また、途上国を支援する資金、各国

の削減努力の透明性に関する議論にも、大き

く貢献しました。我が国の提案は、環境省な

どが長きにわたって蓄えてきた経験がベース

となって実現できたものです。今回の COP の

結果は、世界全体が、1.5度目標の達成に向け、

脱炭素化をより本格的に実行する段階に入っ

たことを意味します。いよいよ世界全体での

巨大な脱炭素市場が誕生し、カーボンニュー

トラルに向けた競争が加速化することになり

ます。

　我が国は、COP26の開催より前に、2050年

までのカーボンニュートラル及び 2030年度温

室効果ガス46％削減の実現を目指し、50％の

高みに向けた挑戦を続けることを表明してい

ました。2050年カーボンニュートラルの実現

に向け、2030年までが「勝負の10 年」となり

ます。そのために、10月に閣議決定した地球

温暖化対策計画において行程を示したところ

です。

　今年は、「地域脱炭素元年」として、脱炭素

社会への移行に全力を尽くします。パリ協定

の実施ルールが決まった今、残るは実践です。

デジタルを含む脱炭素技術の更なるイノベー

ションを推進するとともに、再生可能エネル

ギーなどの地域資源を徹底活用したグリーン

社会を実現することで、「科学技術立国」「地

方活性化」に貢献したいと思います。具体的

には、1月から、脱炭素先行地域の募集を始

めます。先行地域の実現に向け、補正と当初

予算案において、脱炭素地域づくり関係で、

新たな地域脱炭素移行・再エネ推進交付金と

新たな財政投融資の創設など、合計1,000億

円以上を重点配分しました。これは東日本大

震災復興特別会計関係を除く、環境省の当初

予算の約1/3 の規模です。先行地域から、脱

炭素ドミノを起こし、全国の脱炭素化を進め

ます。そのために、私、副大臣、政務官が率

先して、地域脱炭素に向けた全国行脚をする

決意です。

　更に、CO2削減や食品ロス・使い捨てプラス

チック削減等をはじめとした環境配慮行動に

対するポイント付与の仕組みづくりの創出へ

の支援による、社会全体の行動変容を後押し

します。カーボンプライシングについても、

産業界の意見も良く聞きながら、引き続き検

討を進めてまいります。

　循環経済と分散型自然共生社会に向けた移

行にも取り組みます。循環経済関連ビジネス

市場規模80兆円以上、陸・海の30％の保全

（30by 30）に向けて集中的な取組を進めてまい

年頭所感年頭所感
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ります。

　環境外交も強化します。COP26で合意した

ルールを踏まえ、二国間クレジット制度を活

用して、世界の脱炭素市場に日本の優れたソ

リューションを展開してまいります。さらに、

今年の生物多様性 COP15や海洋プラスチック

ごみに対処する新たな国際的枠組みづくりに

も、環境省が蓄えてきた知見を十分に活かし

て、主導的な役割を果たしてまいります。

　また、環境省の不変の原点である公害健康

被害の救済・補償や、軽石を含む海岸漂着物

対策など、人の命と環境を守る取組を着実に

進めてまいります。

　今後も東日本大震災・原発事故からの復興・

再生に向けては、今年度中に除去土壌等の中

間貯蔵施設への搬入を概ね完了させるなど除

染等の事業の着実な実施に加え、福島県内の

除去土壌等の2045年までの県外最終処分に向

けて、再生利用等に関する全国での理解醸成

活動を更に展開するとともに、福島の復興を

一層進めるため未来志向の取組を展開します。

　原子力防災に関しては、地元住民の安全・

安心にとって重要であり、その備えに「終わり」

や「完璧」はありません。引き続き、関係自治

体や関係省庁と緊密に連携して、各地域の原

子力防災体制の更なる充実・強化に取り組ん

でまいります。

　最後に、持続可能な社会は、様々な関係者

のご理解とご協力無くしては実現できません。

今年も関係者の皆様のますますのご健勝を祈

念いたしますとともに、心を合わせて政策を

進めてまいりたいと思います。

　令和 4年という新年を迎え、謹んで新春の御

挨拶を申し上げます。

　一般社団法人全国浄化槽団体連合会並びに

会員の皆様におかれましては、平素より合併

処理浄化槽の普及促進をはじめ、国土交通行

政の推進に御理解と御協力を賜り、深く感謝

申し上げます。

　

　一昨年からの新型コロナウイルス感染拡大

は、依然として我が国の社会経済や国民生活

へ甚大な影響をもたらしております。引き続

き感染防止対策を行いつつ、通常に近い社会

経済活動と国民の皆様が安心して暮らせる日

常を取り戻すため、政府一丸となって全力で

取り組んでまいります。

　現在、我が国は新型コロナウイルス対策に

加え、激甚化・頻発化する豪雨災害、切迫化

する大規模地震、いつ起こるか分からない火

山災害など、多くの課題に直面しており、そ

れらから国民の命と暮らしを守ることは国の

重大な責務と認識しております。

　こうした中、浄化槽に期待される役割は非

常に大きく、公衆衛生上の観点においては、

生活排水の適正な処理による我が国の優れた

水環境の保全という役割を担うとともに、災

害等の発生時においても、避難所の生活排水

年頭所感年頭所感



6

の処理などに当たって、被災者の生活を支え

るインフラとして不可欠なものとなっており

ます。

　皆様が一丸となって浄化槽の普及・発展に

積極的に取り組まれ、多大な成果をあげて来

られたことに、改めて敬意を表します。

　国土交通省といたしましては、国民の生命・

財産を守り、社会の重要な機能を維持するた

め「防災・減災、国土強靱化のための 5か年加

速化対策」を推進するとともに、ウィズ・コ

ロナ時代における新たな生活様式の浸透に向

けた取組の必要性等を踏まえつつ、豊かな国

民生活の実現を目指し、国民の皆様と丁寧に、

そして誠実に対話し、小さな声ひとつひとつ

をよく聞き、真摯に受け止めるとともに、現

場を持つ強み・技術力を活かして、施策の立案・

実行に全力で取り組んでまいります。

　また、令和元年 6月に改正された浄化槽法の

的確な運用により、浄化槽の性能向上や、適

正な浄化槽設置の確保を図るとともに、それ

を支える建設業がより魅力的な産業となるよ

う、新・担い手 3法を踏まえた「働き方改革」

や、建設キャリアアップシステムの活用促進、

i-Construction の推進などに取り組んで参り

ます。

　今後も、新型コロナウイルス感染拡大防止

と経済再生の両立を図っていくという、難し

い舵取りが求められますが、皆様には、浄化

槽業界のリーダーとして、より一層御活躍い

ただきますよう期待申し上げます。

年頭所感年頭所感
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緊急性の高い特定既存単独処理浄化槽の合併処

理浄化槽への転換指導権限の付与、市町村によ

る浄化槽処理促進区域の指定や公共浄化槽の計

画策定制度の創設、行政による浄化槽台帳シス

テムの整備義務づけ等を内容とする改正浄化槽

法が令和 2年 4月に施行されました。新たな浄

化槽法の下、我々自由民主党浄化槽推進議員連

盟は、これらの課題に対応するため、昨年11

月に、「くみ取り便槽を合併処理浄化槽に転換

する際の宅内配管工事や撤去工事に要する費用

への助成などの浄化槽整備に対する財政支援拡

充」「省エネルギー改修や再生可能エネルギー

の活用に対する支援」「維持管理も含めた浄化

槽管理者の負担軽減や維持管理向上に取り組む

市町村に対する支援」「防災拠点となる公共施

設での単独転換を始めとした浄化槽整備の推進

とともに、浄化槽に係る官民連携による国際展

開の促進」「行政担当者、指定検査員への研修

機会の確保、浄化槽設備士の技術向上に向けた

研修機会の確保を図るための必要な措置」「都

道府県構想の見直しによる浄化槽整備区域の拡

大や、生活排水処理施設整備の 10 年概成目標

を達成するために必要な予算額の確保」の 6項

目を決議し、これらの方針に沿った取組みを強

力に後押しすべく、財務大臣及び環境大臣に対

し、決議文を提出いたしました。私も議連会長

と財務大臣、両方の立場として施策面、予算面

の両面からこれらを全力でサポートしてまいり

たいと存じます。

　今後とも、浄化槽業界の皆様方のご意見、

ご要望を受け止め、議連の先生方と共に、浄

化槽の整備を強力に推進し、我が国の水環境

の保全を図って参りたいと考えております。

　本年はコロナ禍が収束し皆様方にとりまし

てご多幸の年となりますよう心より祈念し新

年のご挨拶といたします。

　新年明けましておめでとうございます。皆

様にはお健やかに初春をお迎えのこととお慶

び申し上げます。

　私は昨年 10月の衆議院選挙後の組閣におき

まして、財務大臣に任命されました。お引き

受けした以上は最善の努力をもって力を尽く

して参ります。

　昨年は新型コロナウイルス感染症が世界的

に拡大し、皆様方も経済縮小の影響など様々

ご苦労の多かったことと存じお見舞い申し上

げます。

　さて、我が国の汚水処理人口普及率は皆様

方のご努力もあり、およそ91％まで進捗して

参りました。しかしながら残りの9％、約1,100

万人もの方々は未だ未処理の生活雑排水を垂

れ流しており、水環境に大きな負荷をかけ続

けております。汚水処理が未整備の地域の多

くは集落が点在する僻地が中心であり費用対

効果を考えたとき、公共下水道ではなく浄化

槽の普及によって改善を図っていかなければ

なりません。

　汚水処理人口普及率は向上して参りました

が、内容を見てみると現在も単独処理浄化槽

が約375万基も残存しているとともにメンテナ

ンスに関しても11条法定検査の受検率が 40％

台に止まっている現状にあります。

　このような状況に対応するために、行政への

年頭所感年頭所感
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て汚水処理施設の早期整備を目指していく市

町村の動きが顕著に現れております。

　また、国際的にも未処理排水を2030年まで

に半減させるという「国連の持続可能な開発

目標」が合意され、国内における汚水処理未

普及対策を急ぐと同時に、日本の浄化槽の海

外展開も活発になってきました。

　このような背景の中で、各党の皆様にも広

く御理解をいただいて、議員立法により成立

した改正浄化槽法が、令和 2年 4月1日より施

行されています。この改正法においては、単

独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換、浄

化槽台帳等を通じた管理の向上等の措置が盛

り込まれています。

　さらに、2050年カーボンニュートラル宣言

や 2030年度までの温室効果ガス46％削減目標

が定められ、浄化槽も更なる省エネ化を進め

るとともに再生可能エネルギーの導入により、

脱炭素化に積極的に貢献していくことが求め

られております。

　昨年も全国各地で数多くの災害が起こりま

した。優れた浄水処理能力を有する浄化槽は、

災害に強く、地方財政にも優しい汚水処理施

設です。だからこそ、水環境保全のみならず、

国土強靱化の観点からも地方創生の観点から

も推進が大きく期待されており、特に、国土

強靭化の観点から全国の公共施設や指定避難

所等に浄化槽を設置する必要があります。

　昨年度、統計上初めて、単独処理浄化槽の

基数を合併処理浄化槽が上回りましたが、未

だに375万基もの単独処理浄化槽が残存して

おり、引き続き合併処理浄化槽への転換を強

力に進めていく必要があります。また、法定

検査の受検率は、年々向上しているものの約

40％にとどまり、浄化槽台帳の整備を通じた

法定検査の受検率や維持管理の向上が求めら

　新年明けましておめでとうございます。

　上田勝朗会長はじめ一般社団法人全国浄化

槽団体連合会の皆様におかれましては、素晴

らしい新春をお迎えのこととお慶びを申し上

げます。

　また、日頃より全国において公明党に対し

てあたたかいご指導を賜っておりますことに

心から御礼申し上げます。

　新型コロナウイルス感染症により、私たち

の生活は制限を受け、変化を余儀なくされて

おります。そうした中にあっても、全浄連の

皆様には浄化槽の適切な設置や維持管理を継

続して実施していただいております。浄化槽

の整備や維持管理は、地域の生活環境の保全

及び公衆衛生の向上のために必要不可欠なも

のであり、厳しいコロナ禍にあっても、私た

ちの暮らしを守るために、業務を継続してい

ただいていることに深く敬意を表するもので

あります。

　現在、我が国の汚水処理人口普及率は、約

92.1％となっておりますが、地方を中心に未

だ約1,000万人の方々が汚水処理施設を必要と

しています。効率的かつ持続的な汚水処理施

設を構築するための都道府県構想の見直しが

全国で進んでおり、下水道や集落排水などの

集合処理から、個別処理の浄化槽に切り替え

年頭所感年頭所感
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れております。

　今般、「公明党浄化槽整備推進議員懇話会」

として全浄連の皆様方とこれらの課題に関す

る協議を重ね、昨年度も、8 項目からなる「令

和 3 年度浄化槽整備事業予算編成に向けた決

議」をとりまとめ、上田会長とともに、政府

に対して申し入れを行うなど強力に働きかけ

を行ってまいりました。

　これまで毎年度要請を行ってきた積み重ね

もあり、助成率を嵩上げする環境配慮・防災

まちづくり浄化槽整備推進事業の創設や単独

処理浄化槽の転換に伴う宅内配管工事の助成

制度の創設、浄化槽台帳システムの整備にか

かる助成等を実現することができました。

　何より、先般の令和 3年度補正予算より、く

み取り便槽から合併処理浄化槽への転換に関

する宅内配管工事についても初めて助成対象

に追加されました。

　さらに、行政の関与により適切な管理が図

られる個人設置の浄化槽を対象として長寿命

化計画に基づき計画的な改築修繕を行う事業

に対しても新たに助成対象とする等、財政支

援を充実強化することができました。

　これらの政策を通じて、国民の皆様が快適

に暮らせるよう、全浄連の皆様とともに浄化

槽による汚水処理対策を全力で推進してまい

る決意です。

　結びに、全浄連の皆様の益々の御発展と御

健勝・御活躍をお祈りし、変わらぬご指導ご

鞭撻をお願い申し上げ、新年の御挨拶とさせ

ていただきます。

　令和 4年の新春を迎えるにあたり、謹んで新

年の御挨拶を申し上げます。

　昨年も、世界は新型コロナウイルス感染症

との戦いの一年でした。その中にあって、廃

棄物処理業は、政府の方針において、国民生活・

国民経済の安定確保に不可欠な業務とされて

います。困難な状況下でも業務を継続いただ

いている関係者の皆様に、改めて感謝申し上

げます。環境省では、引き続き安定的な廃棄

物処理の継続に支障が生じないよう必要な対

策を講じてまいります。

　また、昨年も全国各地で災害が発生しまし

た。被災された方々に心より御見舞いを申し

上げます。環境省では、災害廃棄物の処理が

適正かつ円滑に進むようきめ細かく対応し、

被災地の皆様の生活再建が迅速に進むよう、

引き続き全力で支援してまいります。浄化槽

は、災害に強く、設置費用が安価で設置期間

も短いというセールスポイントを持つ優れた

汚水処理システムです。令和 2年に施行され

た改正浄化槽法に基づき、今後とも単独処理

浄化槽の合併処理浄化槽への転換と、管理強

化に努めてまいります。

　環境省は、「脱炭素社会への移行」、「循環経

済への移行」、「分散型社会への移行」という3

つの移行を通じた、経済社会のリデザイン（再

設計）を強力に進めています。

年頭所感年頭所感



10

　循環経済への移行の中で、特にプラスチッ

クは、海洋ごみの問題、脱炭素の観点から優

先的な取組が必要です。昨年 6月、プラスチッ

クに係る資源循環の促進等に関する法律が成

立しました。法の趣旨に則り、プラスチック

製品の設計から廃棄物処理段階に至るまで、

ライフサイクル全般であらゆる主体の取組が

進むよう、事業者や消費者への情報発信もしっ

かり行いながら、今年 4月1日の施行に向けた

準備を進めてまいります。

　また、昨年 8月には、中央環境審議会循環型

社会部会において、「廃棄物・資源循環分野に

おける2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向

けた中長期シナリオ（案）」を議論いただきま

した。シナリオ案からは、3R ＋ Renewable の

徹底と、処理により発生した温室効果ガスの分

離・貯留・有効利用等を通じて、2050年におい

て、この分野での実質ゼロ、さらには実質マイ

ナスを実現できる可能性があることがわかった

一方、今までの延長線上の対策では不十分とい

う課題も明らかとなりました。合わせて、地域

の防災・エネルギー拠点化、人口減少社会への

対応などの産業・人口構造の変化を見据えるこ

とも必要です。関係者が一丸となって野心的に

取り組み、課題を乗り越えるイノベーションを

創出していく必要があります。

　さらに、廃棄物処理の問題は、各国共通の

課題です。日本の優れた技術や制度の発信・

普及を今後とも推し進め、廃棄物発電や浄化

槽等の海外展開を図り、世界の循環型社会の

構築と脱炭素化に貢献してまいります。

　東日本大震災からの復興・再生については、

環境省にとって最重要の課題の一つであり、

引き続き、中間貯蔵施設事業、汚染廃棄物処理、

復興拠点事業、除去土壌の再生利用実証事業

等を着実に実施するとともに、県外最終処分

に向けて再生利用等に関する全国での理解醸

成活動を更に展開するなど、環境再生に取り

組みます。また、福島の復興を一層進めるため、

未来志向の環境施策も推進してまいります。

　今後とも、環境行政の一層の推進のため、

御支援、御協力を賜りますようお願い申し上

げます。

　新年明けましておめでとうございます。

　皆様には平素より浄化槽行政の推進に御理

解、御支援を賜り、厚くお礼申し上げます。

　世界中が新型コロナウイルスという未曾有の

事態に直面している中、浄化槽の整備や維持管

理は、生活環境の保全や公衆衛生の向上に必要

不可欠なものであり、厳しい環境下においても、

こうした業務を継続していただいている皆様に

対して改めて感謝申し上げます。

　我が国の汚水処理人口普及率は、90％を超え

る水準となっておりますが、未だに約1,000万

人の方々が汚水処理施設を利用できない状況に

あります。こうした未普及地域の多くは人口密

度が低い中山間地域であることから、このよう

な地域の特性を踏まえ、未普及の状態を早期に

効率的に解消し、水環境の保全を推進していく

ことが重要です。

　浄化槽は、地域の皆様方の力で整備・維持管

理が行われることで地域活性化にも大きく貢献

年頭所感年頭所感
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し、未普及地域における効率的・経済的な汚水

処理施設として、今後その役割はますます大き

くなっていくものと考えております。

　現在、国土交通省、農林水産省、環境省の 3

省で連携し、持続的な汚水処理システム構築に

向けた都道府県構想の見直しを都道府県、市町

村に対して要請しており、政府一丸となって汚

水処理施設の早期概成に取り組んでおります。

　昨年度、統計上初めて、単独処理浄化槽の基

数を合併処理浄化槽が上回りましたが、未だに

375万基もの単独処理浄化槽が残存していると

されており、引き続き単独処理浄化槽から合併

処理浄化槽への転換を強力に進めていく必要が

あります。また、法定検査の受検率は、年々向

上しているものの約40％にとどまり、浄化槽台

帳の整備を通じた法定検査の受検率の向上と浄

化槽の管理の指導強化向上をさせる必要性が増

してきております。

　このような背景の中で、各党の国会議員の皆

様にも広く御理解をいただいて、議員立法によ

り成立した改正浄化槽法が、令和 2 年 4月1日

より施行されています。この改正法においては、

単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換、浄

化槽台帳等を通じた管理の向上等の措置が盛り

込まれています。

　また、2050年カーボンニュートラル宣言や

2030年度までの温室効果ガス46％削減目標を

受けて、浄化槽分野においても省エネ化の更な

る推進や再生可能エネルギー導入等の脱炭素化

の一層の取組を進めていく必要があります。

　予算制度においても、単独処理浄化槽の転換

については、令和元年度より、単独処理浄化槽

の合併処理浄化槽への転換に関する宅内配管工

事への助成を行っているところですが、令和 3

年度補正予算より、くみ取り便槽から合併処理

浄化槽への転換に関する宅内配管工事について

も助成制度が設けられたところです。あわせて、

管理の適正化・効率化を図っていくために、公

共浄化槽制度や法定協議会等を通じた効率的な

維持管理及び費用低減のための一括契約等に必

要なシステム構築や、浄化槽の適切な使用や維

持管理に係る設置者向けの講習会・説明会等に

対する助成のほか、行政の関与により適切・効

率的な管理が図られる個人設置の浄化槽を対象

として長寿命化計画に基づき計画的な改築修繕

を行う事業に対しても助成を行う等、財政支援

を充実強化しているところです。

　今後は、市町村の皆様にこれらの助成制度を

積極的に活用していただきたいと考えておりま

す。一部の都道府県においては単独転換に関す

る市町村への財政支援にすでに取り組まれてい

るところもありますが、単独処理浄化槽の転換

をさらに進めるように都道府県や市町村とも連

携して取り組んでいく必要があります。

　また、浄化槽台帳については、これまで地域

ごとに取り組まれていたところですが、改正法

により、設置情報のみならず管理情報を統合し

た浄化槽台帳システムの整備を進めていく必要

があります。環境省としても、地域ごとに台帳

システムの整備が進むように支援を行うととも

に、将来的にはビッグデータ管理を行うことも

目標に取組を進めてまいります。

　環境省といたしましては、よりよい環境を次

世代に引き継いでいくため、改正浄化槽法の施

行と予算制度を両輪として取り組み、地方公共

団体や浄化槽関係者の皆様と手を携えて浄化槽

による汚水処理対策や管理の向上を進めてまい

りたいと考えておりますので、本年も御理解と

御支援を賜りますようお願い申し上げます。

　最後に、皆様のますますの御健勝と御発展を

心から祈念いたしまして、新年の挨拶とさせて

いただきます。
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確保に向けて全力を尽くしてまいります。

　また、令和元年 6月に改正された浄化槽法の

的確な運用により、浄化槽の性能向上や、適

正な浄化槽設置の確保を図るとともに、それ

を支える建設業が将来にわたって持続的に活

躍でき、より魅力的な産業となるよう、新・

担い手 3 法を踏まえた「働き方改革」と「生

産性向上」の実現を図るための適正な工期の

確保、平準化や、建設キャリアアップシステ

ムの活用促進、i-Construction の推進などに

取り組んで参ります。

　皆様には、今後もこうした取組に御理解と

御協力をいただきますよう、お願い申し上げ

ますとともに、今後も、新型コロナウイルス

感染拡大防止と経済再生の両立を図っていく

という、難しい舵取りが求められますが、浄

化槽業界のリーダーとして、より一層御活躍

いただきますよう期待申し上げます。結びに、

浄化槽業界の更なる発展と一般社団法人全国

浄化槽団体連合会及び会員の皆様の益々のご

活躍とご健勝を心より祈念しまして、新年の

挨拶とさせていただきます。

　令和 4年の年頭にあたり、謹んで新春の御

挨拶を申し上げます。皆様方には日頃から国

土交通行政、とりわけ住宅・建築行政の推進

にあたり御支援・御協力を賜り、感謝申し上

　新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上

げます。一般社団法人全国浄化槽団体連合会

並びに会員の皆様方におかれましては、平素

より合併処理浄化槽の普及促進をはじめ、国

土交通行政の推進に特段のご理解とご協力を

賜り、心より御礼申し上げます。また、新型

コロナウイルス感染症の拡大防止と建設工事

継続の両立を図られている建設業関係者の皆

様に心から敬意と感謝を申し上げます。

　さて、我が国の優れた水環境を保全するた

めには、生活排水の適正な処理による水質保

全が非常に重要な役割を果たしています。皆

様が一丸となって浄化槽の普及・発展に積極

的に取り組まれ、多大な成果をあげて来られ

たことに敬意を表します。浄化槽は生活を支

えるインフラとして大きな役割を担うととも

に、環境への配慮がさらに求められる中で新

たなまちづくりを支える社会基盤として、大

いに期待されているところです。

　国土交通省といたしましては、戦略的・計

画的な社会資本整備を実現するとともに、建

設産業の人材確保・育成等を図るためには、

安定的・持続的な公共投資の見通しが必要と

なります。一昨年は事業規模15兆円の「防災・

減災、国土強靱化のための 5 か年加速化対策」

が決定されたところですが、引き続き、必要

かつ十分な公共事業予算の安定的・持続的な
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げます。

　まず、昨年は、令和 3 年 7月 1日からの大

雨をはじめとして、複数の自然災害がありま

した。これらの災害により亡くなられた方々

に対して謹んで哀悼の意を表しますとともに、

被災された方々に心よりお見舞い申し上げま

す。

　住宅は、国民生活を支える「暮らしの基盤」

であり、また経済の波及効果が大きく、内需

を牽引する重要な役割を担っています。一方

で、コロナ禍のもと、国民の生活観や生活環

境は変化してきており、今後も、社会経済情

勢等の変化に応じ、国民の多様なニーズに応

じ柔軟に選択できる住まいを提供することが

求められております。

　昨年11月19日に閣議決定された新たな経済

対策においては、住宅局関係では「脱炭素化

に向けた住宅・建築物の省エネ対策」及び岸

田総理の所信表明演説でも述べられた「子育

て世帯への住居費支援」といった施策が盛り

込まれました。

　こうした動きも踏まえ、令和 4年度税制改

正において、住宅ローン減税については、適

用期限を 4年間延長した上で、控除率を0.7％

に、控除期間を13年として子育て世帯等中間

層に対する支援を充実させるとともに、借入

限度額の上乗せにより環境性能等の優れた住

宅への誘導機能を強化しました。また、令和

3年度補正予算においては、子育て世帯・若者

夫婦による省エネ住宅取得等に対する支援制

度の創設等に必要な予算を計上したところで

す。

　また、2050年カーボンニュートラルの実現

に向け、2050年にはストックの平均でZEH・

ZEB水準、2030年度以降は新築すべてにおい

てZEH・ZEB水準の省エネ性能を確保すべく、

2025年度までに全ての建築物について省エネ

基準を適合義務化するとともに、木造建築物

に係る建築基準の合理化などを措置するため

の法案提出を目指すこととしています。さら

に、令和 4 年度予算案等に基づき、ZEH等の普

及や既存ストックの省エネ化を加速するとと

もに、炭素貯蔵・固定化に資する建築物にお

ける木材利用促進に向け、中高層木造建築物

の普及、大工技能者や設計者の育成等を進め

てまいります。

　今後、世帯数の減少等が見込まれる中、社

会全体として住宅関連の投資余力が旺盛な間

に建替え・改修などを通じ将来世代に承継で

きる良質な住宅ストックの形成を進めておく

必要があると考えております。また、若年世

帯の居住水準の向上及び住居費負担の軽減が

求められる中、低廉で良質な既存住宅を若年

世帯が取得できる環境の整備も喫緊の課題と

なっています。

　このため、まずは、耐震性や省エネルギー

性能、バリアフリー性能等を向上させるリ

フォームや建替えへの支援を通じて、住宅ス

トック全体の「質」の向上に努めてまいります。

　また、既存住宅流通の活性化により、多世

代にわたって良質な住宅が引き継がれるよう、

昨年 5月に成立した改正長期優良住宅法等に

基づき、長期優良住宅の普及促進や円滑な住

宅の取引環境を整備してまいります。さらに、

安心 R住宅や住宅瑕疵担保責任保険、インスペ

クション等の更なる普及を通じて、既存住宅

が安心して取引される市場の整備を進めてま

いります。

　マンションについては、「マンションの管理

計画の認定制度」と「敷地分割制度」が 4月1

日からスタートいたします。引き続き、新制

度の周知や管理計画の認定手続きの準備を自

年頭所感年頭所感
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治体と連携しながら進めることによって、マ

ンション管理の適正化や再生の円滑化に向け

た取り組みを推進してまいります。

　さらに、誰もが安心して暮らせる住まいの

確保に向け、若者・子育て世帯へのリフォー

ムや住宅取得支援のほか、福祉政策とも連携

しつつ、セーフティネット登録住宅の供給や

サービス付き高齢者向け住宅の整備、コロナ

禍の下で深刻化が懸念されている孤独孤立問

題への対応を含め居住支援活動に対する支援

を行ってまいります。

　今後増加が見込まれる空き家については、

空き家の状況に応じて、適切な管理・除却・

利活用を総合的に推進していくことが重要と

なります。引き続き、地方公共団体等と連携し、

周辺の居住環境に悪影響を及ぼす空き家の除

却や、立地・管理状況の良好な空き家の多様

な利活用を推進してまいります。また、住宅

地の魅力の維持・向上を図るべく、密集市街

地の整備改善による安全性の向上や豊かなコ

ミュニティ形成を図ってまいります。

　今後とも、国民一人ひとりが真に豊かさを

実感でき、安全・安心で魅力ある住生活が実

現できるよう、一層の努力をしてまいります。

皆様のご理解とご協力を賜りますよう、よろ

しくお願い致します。

　謹んで新春のご挨拶を申し上げます。平素

より水環境行政へのご理解ご協力をいただき、

心より御礼申し上げます。昨年は新型コロナ

ウイルスの世界的流行が続き、リモート会議

など新しい生活様式が定着しました。また、

2050年脱炭素に向けて、COP26を含め、国内外

で様々な動きがありました。このような中で

迎える新年の年頭にあたり、水環境行政の課

題と取り組みを説明いたします。

　水環境の指標に関しては、昨年 10月に、こ

れまで、水環境中のふん便汚染の指標として

きた大腸菌群数を大腸菌数へと見直すととも

に、六価クロムの基準値を強化いたしました。

また、昨年 7月には「底層溶存酸素量」の東京

湾及び琵琶湖における環境基準類型指定につ

いて中央環境審議会から答申が出され、近く

告示改正する予定です。今年度中に期限を迎

える暫定排水基準項目については、一般排水

基準への移行等の検討を進めていきます。

　閉鎖性海域対策については、瀬戸内海の環

境保全に関し、令和 3年 6月に瀬戸内海環境保

全特別措置法が改正されました（令和 4 年 4月

施行）。また、法に基づく基本計画の変更等必

要な対応も進め、これらを契機に地域が主体

となった取組が更に進むよう、関係府県・地

域関係者と連携して、「きれいで豊かな瀬戸内

海」の実現に取り組んでまいります。

年頭所感年頭所感
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　また、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海を対象と

した水質総量規制については、昨年3月に中央

環境審議会答申「第9次水質総量削減の在り方」

が取りまとめられました。当該答申を踏まえ、

総量削減基本方針（第9次）の策定、当該方針

に基づく関係都府県における総量削減計画（第

9次）の策定を進め、第 9次水質総量削減を推

進してまいります。

　湖沼水質保全に関しては、湖沼水質保全特

別措置法に基づく湖沼水質保全計画について、

琵琶湖、霞ヶ浦、印旛沼、手賀沼、児島湖の

計画を今年度中に改定する予定です。また、

琵琶湖保全再生法に基づく琵琶湖の保全・再生

について、昨年 3月に改定した琵琶湖保全再生

計画（第 2期）に基づき、引き続きしっかりと

取り組んでまいります。　

　海洋プラスチックごみ対策に関しては、2050

年までに海洋プラスチックごみによる追加的汚

染をゼロにすることを目指す「大阪ブルー・オー

シャン・ビジョン」の実現に向け、国際的には、

新たな国際約束づくりへの貢献や各国における

海洋プラスチックに係るモニタリング方法の調

和、海洋プラスチックごみ対策に係る国際協力

に取り組むとともに、国内対策としては、我が

国における海洋ごみの実態把握、漁業者の協力

を得た海底ごみの回収、「プラスチック・スマー

ト」などの国民運動などについて、引き続きしっ

かりと取り組んでまいります。

　さらに、アジア水環境パートナーシップや

アジア水環境改善モデル事業などを通じた水

環境改善に係る国際協力も進めてまいります。

　環境省として、本年も水環境保全に係る施

策を幅広い関係者と連携して進めてまいりま

す。引き続きご理解とご協力をお願い申し上

げます。最後に皆様のご健勝とご多幸を祈念

いたしまして、新年のご挨拶といたします。

　あけましておめでとうございます。皆様方

には、輝かしい新春をお迎えのこととお慶び

申し上げます。また、日頃より当協議会の運

営につきましては、格別のご理解とご支援を

賜り厚く御礼申し上げます。

　当協議会は、浄化槽の普及促進と生活環境

の保全並びに公衆衛生の向上に寄与すること

を目的に、平成 2年 11月に設立され、本年10

月現在で全国 1,718市町村の約8割にあたる

1,357市町村が加入しております。また、平成

22年からは20都府県に特別会員として入会し

ていただくなど、その果たすべき役割はます

ます重要となっていると認識しております。

　さて、浄化槽は、永年にわたる行政及び貴連

合会をはじめとした各関係団体のご尽力によ

り、下水道と共に我が国の生活排水処理を担う

施設として重要な役割を果たしております。

　また、浄化槽は優れた汚水処理能力を有し、

設置工事が素早く完成できることから、近年頻

発化している災害等の発生時において避難所

の生活排水の処理を行い、被災者の生活を支え

るインフラとしても不可欠なものとなってお

ります。

　さらに、浄化槽は少子高齢化や人口減少社

会において、経済的・効率的かつ柔軟に社会

ニーズに対応することができる分散型汚水処

理システムとして、今後は地方創生や国土強

年頭所感年頭所感



16

靭化の観点からも役割はますます重要となっ

ていくと考えられます。

　しかし、汚水処理人口普及率はおよそ 92％

となりましたが、依然として約1,050万人が単

独処理浄化槽や汲み取り便所を利用し、生活

雑排水が未処理で放流されております。これ

らの地域は人口密度が比較的低い地方部であ

ることから、地方の特性を踏まえ未普及の状

態を早急に解消し、水環境の保全を推進して

いくことが重要であります。更にSDGsの「水

と衛生」の中に掲げられた「未処理汚水の半減」

に貢献することも必要です。

　そのような中、令和 3 年度は、令和 2年 4

月1日に施行された改正浄化槽法を実現する年

でありましたが、コロナ禍でやや動きが鈍く、

全浄協の活動も理事会・通常総会が書面決議

とならざるを得ない状況があり、国への要望

も郵送で実施したところでございました。

　しかし、環境省のご尽力により令和 4年度浄

化槽整備推進関係予算（案）（令和 3年 12月24

日）の中で汲み取り便槽からの合併処理への転

換に単独処理浄化槽からの転換と同様な助成

の実現や個人設置型浄化槽においても法定協

議会を通じた市町村関与の下、公共浄化槽並み

の助成の実現など、合併処理浄化槽整備の推進

を後押しする予算措置をしていただきました。

　本年も、当協議会では環境省はじめ関係機

関へ財政支援率の引き上げなどの要望を行っ

てまいりますので、各関係団体の方々の一層

のご支援、ご協力をお願いいたします。

　結びに、貴連合会が、浄化槽界の要となり、

省エネ型浄化槽システム導入推進事業がさらに

拡大されるなど、ますますご活躍されることを

ご期待申し上げますとともに、皆様方にとりま

して素晴らしい年になりますよう心より祈願申

し上げ、年頭のご挨拶とさせていただきます。

　新しい年を迎えるにあたり謹んでご挨拶を

申し上げます。

　皆様方におかれましては、健やかに新年を

お迎えのこととお慶び申し上げますとともに、

平素より当教育センターの事業推進に対し、

常日頃より格別なるご理解とご協力を賜り厚

く感謝申し上げます。

　さて、我が国の令和 2 年度末における汚水

処理人口普及率は92.1％に達したものの、未

だに約990万人が汚水処理施設を利用できない

状況となっています。更に、現在も約380万基

の単独処理浄化槽が残存しており、単独処理

浄化槽から合併処理浄化槽への転換、浄化槽

の性能を確保するための法定検査実施率や浄

化槽台帳整備が切実な問題となっています。

　国内においては、浄化槽法が全面施行され

てから30年以上が経過しましたが、その間、

法制度の充実、より高性能な浄化槽の開発、

並びにその普及が図られています。

　平成17年以降14年ぶりに浄化槽法の一部を

改正する法律案が成立し、令和 2 年 4月1日に

施行されました。法改正において、浄化槽処

理区域の設定、特定既存単独処理浄化槽を指

定して合併処理浄化槽へ転換を強化すること、

集合処理を含めた市町村設置による浄化槽整

備（公共浄化槽）を推進すること、地方公共団

体が浄化槽の設置及び管理に関し必要な協議

年頭所感年頭所感
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を行うための協議会を組織することなどが規

定されました。また、浄化槽の適正な整備・

推進のために、浄化槽の使用の休止に関する

規定を設け、浄化槽管理士に対する研修の機

会を確保すること等の強化が図られ、これか

らの浄化槽整備が一層加速されるものと思わ

れます。

　2015年に採択された国連持続可能な開発目

標（SDGs）目標6.3では、2030年までに未処理

排水の割合を半減することが掲げられ、生活

排水がもたらす影響は身近な衛生上の問題と

してではなく、地球環境の保全、水環境の改善、

水資源の消費と管理という観点からも世界規

模で取り組むべき問題として提起されていま

す。

　単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換、

法定検査実施率の向上、浄化槽台帳の整備、

活用により、浄化槽の担う役割、またその機

能が広く一般にも認知され、更には途上国の

開発協力の足がかりとなるような取り組みが

重要と考えられます。

　当教育センターは、長年にわたり、浄化槽

の調査研究や技術開発、浄化槽関係技術者の

養成、浄化槽に関する情報発信と普及啓発、

国際支援を行ってきました。今後とも責任あ

る公益財団法人として役職員一丸となって取

り組んで参りますので皆様方のご支援、ご協

力を賜りますようお願い申し上げます。

　最後に、新型コロナウイルス感染症の対応

も含め、皆様方のご健勝とご多幸を心からお

祈り申し上げまして、新年のご挨拶とさせて

いただきます。

　新年明けましておめでとうございます。皆

様におかれましては、ご清祥に新年を迎えら

れましたことと心からお慶び申し上げます。

　また、平素より当協会の運営に格別のご理

解・ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　皆様ご承知のとおり、改正浄化槽法が令和 2

年 4月 1日に施行され、特定既存単独処理浄化

槽に対する措置、浄化槽処理促進区域、公共

浄化槽、浄化槽台帳の整備、浄化槽管理士に

対する研修の機会の確保等が規定され、浄化

槽行政は新たな展開がスタートしているとこ

ろです。

　一方で、昨年もまた、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大防止のため、度重なる緊急

事態宣言の発令とともに、高齢者をはじめと

したコロナワクチン接種が開始されるなど、

感染防止対策と医療体制の充実強化が求めら

れた１年でもありました。

　こうした中において、新設住宅着工戸数は

昨年度より増加し、浄化槽の出荷基数も昨年

度と比べ増加してきております。今年もこの

傾向が継続されることを切に願っています。

　当協会におきましては、コロナ禍ではあり

ましたが、国内外のより多くの方々に浄化槽

の優れた面を知っていただくために、浄化槽

普及促進ハンドブックの刊行や、単独転換チ

ラシ配布による普及啓発などを可能な限り実

年頭所感年頭所感
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施したところであります。

　また、国においては、人口減少等の社会状

況の変化を踏まえながら、令和 8年度末までの

汚水処理施設を概成させる方針で整備を進め

ております。

　当協会におきましても、浄化槽業界の更な

る発展と、浄化槽の「安い」、「早い」、「強い」

との特長を活かした生活排水処理施設の整備

促進に一層邁進する所存であります。

　浄化槽メーカーを会員としている当協会は、

これからも浄化槽機能の高度化や処理性能の

安定化、エネルギー消費や環境負荷の更なる

低減に向けて、真摯に技術開発を進め、国内

はもとより、国際社会の負託に全力投球で取

り組むこととしております。

　最後に、一日も早い新型コロナウイルス感

染症の終息を祈願し、また皆様の益々のご健

康とご多幸をお祈り申し上げ、本年がすばら

しい一年になりますよう御祈念申し上げまし

て、年頭のご挨拶とさせて頂きます。

年頭所感年頭所感
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自由民主党自由民主党
浄化槽推進議員連盟浄化槽推進議員連盟
決議文決議文（抜粋）（抜粋）

公明党公明党
浄化槽整備推進議員懇話会浄化槽整備推進議員懇話会

決議文（抜粋）決議文（抜粋）

令和4年度予算編成へ自・公が決議書
宅内配管工事費助成や省エネ化事業拡充

　令和 4 年度予算編成に当たり、自民党浄化槽

推進議員連盟と公明党浄化槽整備推進議員懇話

会は、浄化槽のさらなる普及促進を図るため財

務省および環境省に申し入れを行った。浄化槽

整備推進議員懇話会は11月25日、秋野公造会

長から岡本三成財務副大臣と山口壯環境大臣に

決議書を手渡し、浄化槽推進議員連盟は12月8

日、衛藤晟一会長代理から鈴木俊一財務大臣お

よび山口壯環境大臣に決議書を手渡した。

　決議書の内容は、いずれも（一社）全国浄化

槽団体連合会のヒアリング等を経てまとめたも

ので、浄化槽整備推進議員懇話会の申し入れに

は全浄連の上田勝朗会長、髙橋静雄専務理事が

同行した。

令和4年度
浄化槽整備事業予算編成等に向けた決議

令和4年度
浄化槽整備事業予算等に関する決議
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　政府の令和 4年度予算案が12月24日に閣議決

定され、循環型社会形成推進交付金の浄化槽分

として86億1300万円が計上された。予算額と

しては前年度と同額だが、令和3年度補正予算

（11月26日閣議決定）で実現した汲み取り転換に

おける便槽撤去費補助および宅内配管工事費補

助、公共浄化槽推進のための支援事業、個人設

置型浄化槽を対象とした長寿命化計画に基づく

改築事業、廃止単独槽の雨水槽再利用事業の全

てが令和 4年度予算案にも盛り込まれた。また

令和 3年度で期限を迎えた「省エネ型浄化槽シ

ステム導入推進事業」は、新たに「浄化槽シス

テムの脱炭素化推進事業」としてリニューアル

された。令和 4年度予算案の概要は次のとおり。

令和4年度浄化槽推進関係予算に86億円
宅内配管工事費助成を汲み取りにも拡充
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　環境省などが主催する「令和 3年度浄化槽

フォーラム in むつ」が 10月30日、青森県

むつ市のプラザホテルむつで開催された。同

フォーラムは、浄化槽の持つ優れた特徴を、汚

水処理の現状とともに市民目線から広く発信す

ることで、浄化槽のさらなる普及促進と汚水処

理未普及の解消につなげることを目的としたも

の。事前受付では623名の申し込みがあったが、

当日はソーシャルディスタンス確保のため人数

を絞ることとなり、会場には一般、行政、議会

から436名が出席した。

　冒頭で環境省の山本泰生浄化槽推進室長は、

「浄化槽のメリットは早い、安い、強いという

言葉で表せる。浄化槽は非常に短期間で安く設

置することができ、災害にも強い。東日本大震

災では全損率が 3.8％だった。また分散処理と

いう特徴から、人口が減り、空き家が増えると

いうような状況変化にも対応しやすい。汚水処

理施設の整備に関しては、令和 8年度概成とい

う目標があり、環境省としては浄化槽に関する

補助の見直しについても進めているところ。宅

内配管工事費に関する助成など幅広く活用して

浄化槽整備を進めていただきたい。本日はこれ

からさまざまな話題提供があるが、皆様に浄化

槽や汚水処理について考えていただき、このエ

リアで浄化槽整備が進むきっかけになっていた

だければ幸い」と挨拶した。

　また来賓出席した宮下市長は、「私たちは大

いなる水循環の中で生活しており、この水循環

をしっかり後世に受け継がせていくことが大

事。ただむつ市の田名部川だが、やはり臭いが

ひどいときがある。山を見れば季節の分かる美

しい下北におい

ても水循環がう

まくいっていな

いというのが田

名部川、町に出

浄化槽フォーラムに一般市民ら436名
宮下宗一郎むつ市長交え講演・意見交換

宮下宗一郎むつ市長

（上）と会場の様子

（下）
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てきてしまっている。これを何とかするために

むつ市としても下水道の整備を進め、浄化槽に

ついても最大限の補助を行っている。本日は私

自身も虚心坦懐、最後まで勉強させていただき、

美しい下北の水循環を守るための第一歩を皆様

と踏み出してまいりたい」と祝辞を述べた。

　この後は講演、パネルディスカッションが開

かれ、講演では北海道大学大学院公共政策学研

究センター研究員の遠藤誠作氏が「生活排水処

理施設の持続可能な整備に向けて」、（公財）日

本環境整備教育センターの国安克彦理事が「む

つ市における生活排水処理の現状と今後の課

題」について説明した。下水道事業で採算ライ

ンとされる人口密度40人/haの根拠、他市町

村と比べたむつ市の財政状況、人口減少と将来

的に見込まれる下水道使用料の値上げ等のリス

クなど、それぞれ異なる切り口から、下水道事

業が自治体財政に与える影響と、適正な汚水処

理手法選択の重要性を訴えかけた。

　またパネルディスカッションは、山本泰生浄

化槽推進室長、宮下宗一郎むつ市長、京都府綾

部市・前市長の四方八洲男氏、遠藤誠作氏、野

辺地町町民課の上野義孝課長の 5名を迎え行わ

れた。

　浄化槽フォーラム・竺文彦代表による進行の

もと、今後の水環境保全のあり方、浄化槽の普

及促進の観点から意見交換を行い、この中で四

方理事は、綾部市で汚水処理手法を集合処理か

ら個別処理に切り替えた経緯と浄化槽の利点、

過疎化対策、地域振興について考えを述べた。

　また宮下市長は「市政としてはむつ市民の皆

様がもっとも必要と思う施策を実現することが

重要。下水道の整備を進め、それ以外の区域で

は浄化槽を普及させていく。希望輝く町という

のをビックビジョンとして持ちたい」と展望を

述べ、これを受けて遠藤氏は「国の制度は使え

るものは使うべきだが基本的には自立すべき。

自立できれば、むつ市のような地域は面白いま

ちづくりができるのでは」と期待を述べた。

　上野課長からは野辺地町における既設単独槽

の合併転換について説明があり、ここで宅内配

管工事費助成制度を活用しても住民負担が重

く、国庫助成の増額と長期継続を求める声が上

がった。これに対して山本浄化槽推進室長は「使

い勝手を重視してメニュー拡充を進めたい」と

応えた。

　パネルディスカッション後は持続可能なまち

づくり、合併処理浄化槽の普及などを盛り込む

大会決議を決議し、その後閉会した。

パ ネルデ ィスカッションの様子。左から竺文彦代表、山本泰生浄化槽推進

室長、宮下宗一郎むつ市長、四方八洲男理事、遠藤誠作氏、上野義孝課長

会場外で はカットモデ ルの展示

が 行われた
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高度処理型浄化槽の設置補助など

　令和 3年度で期限を迎える茨城県の森林湖沼

環境税が、令和 4年度から5年間延長する方向

で動いていることが分かった。11月18日の定例

会見で大井川和彦知事が明かし、第4期森林湖

沼環境税制として第 4回定例会（11月24日開

会）に提出した。

　森林湖沼環境税は茨城県の森林や、霞ヶ浦な

どの湖沼・河川の環境保全を図るため県が独自

に導入しているもので、同財源を活用して森林

の間伐、霞ヶ浦周辺地域における高度処理型浄

化槽の設置等を進めている。

　これまでは 4年ごとの延長だったが、環境保

全施策の目標達成には一定程度の期間が必要な

ことや、他の環境保全に係る計画との兼ね合い

などから、第4期税制では期間を1年延長した

令和4～8年度とした。税額はこれまでと同様

に個人は1000円、法人は法人県民税均等割額

の10％。税収は年17.7億円を見込む（図表参

照）。また同案は 6月25日～7月8日にかけて実

施したパブリックコメントにおいても、10・20

年単位での対策が必要ではないか、認知度向上

へ税の実績など  PRをするべ き等の肯定的な意

見が得られている。

　施策に関しては、引き続き森林、湖沼・河川

の保全に向けた施策を推進する方針で、高度処

理型浄化槽の設置補助は「水質悪化を防ぐため

に必要な事業量で、浄化効果の高い事業に重点

化」「生活排水対策、畜産対策については湖沼

等にも事業範囲を拡大」として継続の考え。

〈実績〉

〈税制（案）〉

〈目標〉

第4期森林湖沼環境税の税制（案）
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（一社）浄化槽システム協会

 浄化施設排水消毒管理協会

 全国浄化槽推進市町村協議会

 全国環境整備事業協同組合連合会

 全国管工事業協同組合連合会

（一財）全国建設研修センター

（一社）全国浄化施設保守点検連合会

（一社）全国浄化槽団体連合会

（一社）日本衛生材料工業連合会

（公財）日本環境整備教育センター

（一社）日本環境保全協会

（一社）日本空調衛生工事業協会

 全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会

（一財）日本環境衛生センター

（公社）日本水環境学会（賛助委員）

 （ 浄化槽の一層の整備促進に向けて ）
　毎年10月 1日は「浄化槽の日」です。

　この「浄化槽の日」は、浄化槽の設置や管理方法等について定めている浄化槽法が、昭和 60 年 10月1日に全面施行されたことを記

念して、当時の環境庁、厚生省、建設省の 3省庁の呼びかけにより始められたものです。

　「浄化槽の日」実行委員会では、「浄化槽の日」関連行事の一環として、極めて有効かつ効率的な生活排水処理施設である浄化槽の一

層の普及促進を図るために、浄化槽の必要性を国民の皆様に呼びかける標語の募集を毎年行っております。

　入選作品については、今後浄化槽の普及に向けた全国的なキャンペーン等で広く活用する予定です。第36回「浄化槽の日」の標語

募集に奮ってご応募下さいますようご案内申し上げます。

【 募集内容 】

　１．目的

　浄化槽は、美しい国土を守るため、身近な生活排水（トイレ・台所・お風呂・洗濯）を適正に処理し、河川などの水質保全に大

きな役割を果たしています。しかも、浄化槽は、｢ 下水道と同様の水処理能力を持つ ｣ だけでなく ､「建設期間が短く、維持管理

コストが安い」生活排水処理施設であり、｢地球環境に優しく ｣「市町村などの財政にも優しい」｢地震等の災害に強い ｣施設です。

　このように優れた浄化槽の普及整備を促進するため、わかりやすい言葉で呼びかける標語を募集するものです。

　２．応募期間                                  

1月14日（金）～ 5月13日（金）当日必着

　３．賞                 

最優秀賞・・・1点　賞状、副賞　5万円

優 秀 賞・・・3点　賞状、副賞　1万円

※学生の方の副賞は、図書カードとなります。

　４．応募方法

　標語 1人 1回 1作品、ご応募ください。

　はがきに標語と必要事項（氏名とフリガナ、住所、電話番号）を記載のうえ、郵送してください。なお、学生の方は、小中高の

別、学年を明記ください。

　　（郵送先）「浄化槽の日」実行委員会事務局あて

　　　　　　 〒 162-0844　東京都新宿区市谷八幡町13　東京洋服会館 7階　　　　  

 　　　　　　一般社団法人 全国浄化槽団体連合会内　TEL 03-3267-9757 

　５．入賞作品の選定

　応募作品の中から「浄化槽の日」実行委員会において選定し、一部字句修正の上、入賞作品を決定することもあります。入賞作

品の中には、学生の作品を１点以上含めることと致します。

　６．入賞作品の発表

　入賞作品は決定次第、ご本人に直接通知するとともに、実行委員会事務局（一般社団法人全国浄化槽団体連合会）ホームページ

等で発表します。

　※最優秀賞・優秀賞入賞者の氏名・住所（都道府県）を公表します。

　※最優秀賞入賞者は、全国浄化槽大会式典にご招待する予定です。

　７．その他

（１）入賞作品は「浄化槽の日」標語として標語ポスターをはじめ、「浄化槽の日」実行委員会及び関係団体等の広報誌等に広く

　　 浄化槽 PR に使用させていただきます。

（２）応募作品は、未発表の自作品に限ります。

（３）入賞作品の使用・著作権は「浄化槽の日」実行委員会に帰属し作品は返還しません。

（４）本募集で取得した個人情報は、入賞の作品の連絡・発表、表彰式のご案内のみに使用し、それ以外の目的に使用することは

     ありません。

（５）過去 3回の最優秀作品

　　　第 35 回　「水資源　地域で守る　浄化槽」

　       第 34 回　「浄化槽が守る　持続可能な　水環境」

　       第 33 回　「水の国支えるかなめ『浄化槽』」

　【「浄化槽の日」実行委員会】
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月　日 摘　　　要 会　　　場

10 月 30 日 令和 3年度浄化槽フォーラム in むつ  ホテルプラザむつ

11 月 25 日 浄化槽推進議員連盟　総会（予算要望等）  ザ・キャピトルホテル東急

11 月 25 日 浄化槽整備推進議員懇話会（予算要望等）  衆議院第1議員会館

12 月 15 日 「浄化槽の日」実行委員会（テレビ会議）  全浄連会議室

月　日 摘　　　要 会 場 ・ 訪 問 先

11 月 25 日 2021年度「第4回正副会長会」 ザ・キャピトルホテル東急

12 月 6 日 2021年度「第2回 製造・施工委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室

12 月 15 日 2021年度「第1回 保守・清掃委員会」（テレビ会議） 全浄連会議室
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八

　
　

 

〇
二
四
―
五
三
一
―
〇
八
八
〇

FAX



一
般
社
団
法
人

栃
木
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 321-0933

宇
都
宮
市
簗
瀬
町
二
三
九
〇

　
　
　
　

　

☎ 

〇
二
八
―
六
三
三
―
一
六
五
〇

　
　

 

〇
二
八
―
六
三
三
―
一
〇
三
六

FAX

公
益
社
団
法
人

茨
城
県
水
質
保
全
協
会

理
事
長

〠 310-0845

水
戸
市
吉
沢
町
六
五
〇
―
一

　
　
　
　

　

☎ 

〇
二
九
―
二
九
一
―
四
〇
〇
〇

　
　

 

〇
二
九
―
三
〇
四
―
五
〇
〇
五

FAX

一
般
社
団
法
人

群
馬
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 371-0847

前
橋
市
大
友
町
二
―
二
九
―
二
一

　
　
　
　
　
　

群
馬
県
設
備
会
館
内

　

☎ 

〇
二
七
―
二
五
一
―
〇
三
二
五

　
　

 

〇
二
七
―
二
五
一
―
二
九
八
二

FAX

一
般
社
団
法
人

埼
玉
県
浄
化
槽
協
会

理
事
長

〠 330-0063

さ
い
た
ま
市
浦
和
区
高
砂
四
―
二
―
四

　
　
　
　
　
　
　

  

鈴
木
商
事
第
二
ビ
ル

　

☎ 

〇
四
八
―
八
六
四
―
一
〇
三
三

　
　

 

〇
四
八
―
八
六
四
―
一
〇
一
九

FAX

一
般
社
団
法
人

東
京
都
水
環
境
シ
ス
テ
ム
協
会

会 

長〠 135-0052

江
東
区
潮
見
一
―
二
三
―
五

　

☎ 

〇
三
―
六
四
五
八
―
四
六
一
四

　
　

 

〇
三
―
六
四
五
八
―
四
六
一
七

FAX

一
般
社
団
法
人

千
葉
県
浄
化
槽
協
会

理
事
長

〠 260-0024

千
葉
市
中
央
区
中
央
港
一
―
一
一
―
一

　
　
　
　

　

☎ 

〇
四
三
―
二
四
六
―
二
三
五
五

　
　

 

〇
四
三
―
二
四
八
―
六
五
二
四

FAX

公
益
社
団
法
人

神
奈
川
県
生
活
水
保
全
協
会

理
事
長

〠 235-0045

横
浜
市
磯
子
区
洋
光
台
六
―
一
―
一

 

洋
光
台
フ
ァ
ミ
リ
ー
コ
ア
ビ
ル
三
階

　

☎ 

〇
四
五
―
八
三
〇
―
五
七
二
〇

　
　

 

〇
四
五
―
八
三
〇
―
五
七
二
二

FAX

一
般
社
団
法
人

山
梨
県
管
工
事
協
会

会 

長〠 400-0046

甲
府
市
下
石
田
二
―
三
〇
―
二
五

　

☎ 

〇
五
五
―
二
二
七
―
二
八
一
一

　
　

 

〇
五
五
―
二
二
七
―
二
八
一
三

FAX

一
般
社
団
法
人

新
潟
県
浄
化
槽
整
備
協
会

会 

長〠 950-0965

新
潟
市
中
央
区
新
光
町
一
五
―
二

　
　
　
　
　
　
　

県
公
社
ビ
ル
四
階

　

☎ 

〇
二
五
―
二
八
三
―
二
〇
四
八

　
　

 

〇
二
五
―
二
八
三
―
二
〇
八
五

FAX

公
益
社
団
法
人

長
野
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 380-8570

長
野
市
南
長
野
幅
下
六
九
二
―
二

　
　
　
　
　
　
　

県
庁
東
庁
舎
四
階

　

☎ 

〇
二
六
―
二
三
四
―
七
六
三
七

　
　

 

〇
二
六
―
二
三
三
―
四
八
六
四

FAX

公
益
社
団
法
人

富
山
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 930-0083

富
山
市
総
曲
輪
二
―
一
―
三

　

富
山
商
工
会
議
所
ビ
ル
別
館
二
階

　

☎ 

〇
七
六
―
四
二
一
―
一
二
〇
八

　
　

 

〇
七
六
―
四
二
一
―
一
四
九
五

FAX

公
益
社
団
法
人

石
川
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 921-8043

金
沢
市
西
泉
五
―
九
三

　
　
　
　

　

☎ 

〇
七
六
―
二
四
一
―
七
七
八
一

　
　

 

〇
七
六
―
二
四
一
―
七
七
八
二

FAX

公
益
社
団
法
人

岐
阜
県
浄
化
槽
連
合
会

会 

長〠 500-8357

岐
阜
市
六
条
大
溝
四
―
一
三
―
六

　
　
　
　
　
　
　

岐
阜
県
環
境
会
館
内

　

☎ 

〇
五
八
―
二
七
四
―
〇
六
一
七

　
　

 

〇
五
八
―
二
七
五
―
七
〇
四
五

FAX

一
般
社
団
法
人

福
井
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 918-8204

福
井
市
南
四
ツ
居
一
―
一
―
九

　
　
　
　

　

☎ 

〇
七
七
六
―
五
三
―
三
〇
二
二

　
　

 

〇
七
七
六
―
五
三
―
三
〇
二
七

FAX

一
般
社
団
法
人

静
岡
県
浄
化
槽
協
会

理
事
長

〠 422-8043

静
岡
市
駿
河
区
中
田
本
町
二
―
一
〇

　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

Ａ
―
一
〇
一

　

☎ 

〇
五
四
―
二
八
三
―
七
〇
五
五

　
　

 

〇
五
四
―
二
八
三
―
七
〇
五
七

FAX

一
般
社
団
法
人

愛
知
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 453-0017

名
古
屋
市
中
村
区
則
武
本
通
一
―
三
一

　
　
　
　

　

☎ 

〇
五
二
―
四
八
一
―
七
二
〇
〇

　
　

 

〇
五
二
―
四
八
一
―
七
二
〇
七

FAX



公
益
社
団
法
人

滋
賀
県
生
活
環
境
事
業
協
会

会 

長〠 520-3015

栗
東
市
安
養
寺
七
―
一
―
二
五

　
　

ウ
イ
ン
ド
ワ
ー
ド
Ｔ
ビ
ル
三
階

　

☎ 

〇
七
七
―
五
五
四
―
九
二
七
一

　
　

 

〇
七
七
―
五
五
四
―
九
二
九
三

FAX

一
般
社
団
法
人

三
重
県
水
質
保
全
協
会

会 

長〠 514-0004

津
市
栄
町
三
―
一
一
九

　
　
　
　

　

☎ 

〇
五
九
―
二
二
六
―
二
〇
五
八

　
　

 

〇
五
九
―
二
二
七
―
八
四
〇
二

FAX

公
益
社
団
法
人

京
都
保
健
衛
生
協
会

理
事
長

〠 601-8436

京
都
市
南
区
西
九
条

　
　
　
　
　
　

西
柳
ノ
内
町
二
八
―
二

　

☎ 

〇
七
五
―
六
八
一
―
一
七
二
七

　
　

 

〇
七
五
―
六
六
二
―
一
九
七
五

FAX

一
般
社
団
法
人

大
阪
府
環
境
水
質
指
導
協
会

会 
長〠 591-8032

堺
市
北
区
百
舌
鳥
梅
町
一
丁
二
四
―
三

　
　
　
　

　

☎ 

〇
七
二
―
二
五
六
―
一
〇
五
六

　
　

 

〇
七
二
―
二
五
六
―
一
〇
五
七

FAX

一
般
社
団
法
人

奈
良
県
環
境
保
全
協
会

理
事
長

〠 635-0095

大
和
高
田
市
大
中
一
八
―
四

　
　
　
　
　
　
　

Ｙ
Ｂ
Ｂ
ビ
ル
二
階

　

☎ 

〇
七
四
五
―
二
二
―
五
一
六
一

　
　

 

〇
七
四
五
―
二
二
―
六
四
四
三

FAX

一
般
社
団
法
人

兵
庫
県
水
質
保
全
セ
ン
タ
ー

会 

長〠 650-0047

神
戸
市
中
央
区
港
島
南
町
三
―
三
―
八

　
　
　
　

　

☎ 

〇
七
八
―
三
〇
六
―
六
〇
二
〇

　
　

 

〇
七
八
―
三
〇
六
―
六
〇
三
八

FAX

一
般
社
団
法
人

和
歌
山
県
浄
化
そ
う
協
会

会 

長〠 640-8032

和
歌
山
市
南
大
工
町
二
六

　
　
　
　
　
　
　
　

環
境
会
館
四
階

　

☎ 

〇
七
三
―
四
三
一
―
六
二
九
一

　
　

 
〇
七
三
―
四
三
一
―
六
二
四
四

FAX

一
般
社
団
法
人

鳥
取
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 680-0801

鳥
取
市
松
並
町
二
―
一
六
〇

　
　
　
　
　
　

城
北
ビ
ル
三
〇
三
号

　

☎ 

〇
八
五
七
―
二
六
―
九
五
九
七

　
　

 

〇
八
五
七
―
二
七
―
三
二
一
一

FAX

一
般
社
団
法
人

岡
山
県
浄
化
槽
団
体
協
議
会

会 

長〠 703-8282

岡
山
市
中
区
平
井
一
〇
九
七

　
　
　
　

　

☎ 

〇
八
六
―
二
七
六
―
八
五
八
五

　
　

 

〇
八
六
―
二
七
六
―
九
〇
八
一

FAX

一
般
社
団
法
人

島
根
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 690-0001

松
江
市
東
朝
日
町
一
一
二

　
　
　
　

　

☎ 

〇
八
五
二
―
二
四
―
八
一
六
〇

　
　

 

〇
八
五
二
―
三
一
―
一
一
五
一

FAX

公
益
社
団
法
人

広
島
県
環
境
保
全
セ
ン
タ
ー

理
事
長

〠 731-3167

広
島
市
安
佐
南
区
大
塚
西
四
―
二
―
二
八

　
　
　
　

　

☎ 

〇
八
二
―
八
四
九
―
六
四
一
一

　
　

 

〇
八
二
―
八
四
九
―
六
四
二
二

FAX

一
般
社
団
法
人

山
口
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 753-0054

山
口
市
富
田
原
町
一
―
一
〇

　
　
　
　

　

☎ 

〇
八
三
―
九
二
五
―
一
〇
四
九

　
　

 

〇
八
三
―
九
三
二
―
三
五
六
〇

FAX

公
益
社
団
法
人

香
川
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 761-8012

高
松
市
香
西
本
町
一
―
一
〇
六

　
　
　
　

　

☎ 

〇
八
七
―
八
八
一
―
六
六
〇
〇

　
　

 

〇
八
七
―
八
八
一
―
六
六
七
〇

FAX

公
益
社
団
法
人

愛
媛
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 790-0063

松
山
市
辻
町
二
―
三
一

　
　
　
　

　

☎ 

〇
八
九
―
九
二
五
―
二
六
六
一

　
　

 

〇
八
九
―
九
二
五
―
二
六
五
四

FAX

公
益
社
団
法
人

徳
島
県
環
境
技
術
セ
ン
タ
ー

会 

長〠 770-8001

徳
島
市
津
田
海
岸
町
二
―
三
三

　
　
　
　

　

☎ 

〇
八
八
―
六
三
六
―
一
二
三
四

　
　

 

〇
八
八
―
六
三
六
―
一
一
二
二

FAX

一
般
社
団
法
人

高
知
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 780-8031

高
知
市
大
原
町
八
七
―
八

　
　
　
　
　

㈱
高
知
県
設
備
会
館
二
階

　

☎ 

〇
八
八
―
八
三
二
―
二
一
三
五

　
　

 

〇
八
八
―
八
三
二
―
四
四
七
一

FAX



FAX

一
般
財
団
法
人

佐
賀
県
浄
化
槽
協
会

理
事
長

〠 840-0027

佐
賀
市
本
庄
町
大
字
本
庄
九
八
三
―
四

　
　
　
　

　

☎ 

〇
九
五
二
―
二
三
―
一
一
三
八

　
　

 

〇
九
五
二
―
二
三
―
五
五
七
九

一
般
財
団
法
人

福
岡
県
浄
化
槽
協
会

理
事
長

〠 811-2412

糟
屋
郡
篠
栗
町
大
字
乙
犬
九
六
六
―
七

　
　
　
　

　

☎ 

〇
九
二
―
九
四
七
―
一
八
〇
〇

　
　

 

〇
九
二
―
九
四
七
―
三
六
三
六

FAX

公
益
社
団
法
人

熊
本
県
浄
化
槽
協
会

会 
長〠 861-3107

上
益
城
郡
嘉
島
町
上
仲
間
二
二
七
―
八
六

　
　
　
　

　

☎ 

〇
九
六
―
二
八
四
―
三
三
五
五

　
　

 

〇
九
六
―
二
八
四
―
三
三
八
八

FAX

一
般
財
団
法
人

長
崎
県
浄
化
槽
協
会

理
事
長

〠 851-2123

西
彼
杵
郡
長
与
町
平
木
場
郷
五
〇
九

　
　
　
　

　

☎ 

〇
九
五
―
八
八
七
―
三
一
六
〇

　
　

 

〇
九
五
―
八
八
七
―
三
一
七
二

FAX

一
般
社
団
法
人

宮
崎
県
浄
化
槽
協
会

会 

長〠 880-0805

宮
崎
市
橘
通
東
二
―
七
―
一
八

　
　

宮
崎
県
住
宅
供
給
公
社
ビ
ル
三
階

　

☎ 

〇
九
八
五
―
二
四
―
五
一
〇
三

　
　

 

〇
九
八
五
―
二
四
―
五
一
四
八

FAX

公
益
財
団
法
人

大
分
県
環
境
管
理
協
会

理
事
長

〠 870-1123

大
分
市
大
字
寒
田
四
〇
九
―
四
〇

　
　
　
　

　

☎ 

〇
九
七
―
五
六
七
―
一
八
五
五

　
　

 

〇
九
七
―
五
六
七
―
一
九
二
六

FAX

公
益
財
団
法
人

鹿
児
島
県
環
境
保
全
協
会

理
事
長

〠 890-0073

鹿
児
島
市
宇
宿
二
―
九
―
九

　
　
　
　

　

☎ 

〇
九
九
―
二
九
六
―
九
〇
〇
二

　
　

 

〇
九
九
―
二
九
六
―
九
〇
〇
三

FAX

公
益
社
団
法
人

沖
縄
県
環
境
整
備
協
会

会 

長〠 901-1202

南
城
市
大
里
字
大
里
二
〇
一
三

　

（
一
財
）
沖
縄
県
公
衆
衛
生
協
会
二
階

　

☎ 

〇
九
八
―
八
三
五
―
八
八
三
三

　
　

 

〇
九
八
―
八
三
五
―
八
八
三
二

FAX












